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第５章 産業廃棄物に関する意識調査の結果（排出事業者対象） 

「産業廃棄物実態調査」に併せて行った、排出事業者に対する産業廃棄物に関する意識調査の結

果概要を次に記します。 

 

第1節 調査概要 

設問は、下記の６項目について調査した。 

 1.産業廃棄物の発生抑制やリサイクル（再利用・再生利用）への取組等 

 2.電子マニフェストの利用 

 3.産業廃棄物処理業者の選定と処理困難な廃棄物の種類等 

 4.産業廃棄物の発生・処理等に関する地球温暖化対策の取組 

 5.公共が関与する産業廃棄物の処理 

 6.三重県の廃棄物関連施策 

 

※ 調査に関する注意事項 

調査項目によっては複数選択可能な設問もあり、割合の合計が100％を超える場合がある。また、

単一選択項目でも四捨五入の関係より100％を超えることもある。 

 設問によっては、業種別の割合を表している箇所があるが、集計の都合上業種を８業種にまとめ

ている。業種の区分を下記に記す。 

 

集計表記業種 業種名 

建設業 建設業 

製造業 製造業 

電気・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業 

運輸業 運輸業・郵便業 

卸・小売業 卸売業・小売業 

医療・福祉 医療・福祉 

サービス業 学術研究・専門・技術サービス業 

宿泊業・飲食サービス業 

生活関連サービス業・娯楽業 

複合サービス業 

サービス業（他に分類されないもの） 

その他 鉱業・採石業・砂利採取業 

不動産業・物品賃貸業 

教育・学習支援業 

 

 

第2節 意識調査回答の概要 

 

本調査は、発送数が6,055通、有効回答数が1,892通 回答率は31.2％ 
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第3節 意識調査回答の結果 

 

１ 貴事業所での産業廃棄物の発生抑制やリサイクル(再利用・再生利用)への取組等 

（１）現在の取組と（２）今後の取組 

 

 ＜総合的事項＞ 

 

●現在の取組み状況 

総合的事項（全業種計）

51.9

55.2

49.0

41.9

52.2

13.4

12.4

17.2

14.5

15.2

1.94.8

19.7

21.4

24.3
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5.8

6.2

7.5

1.3

1.3
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1.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境配慮製品の設計・開発
（n=634)

ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組
(n=1,242)

廃棄物処理に関する管理計画の策定
(n=1,257)

廃棄物処理に関する情報公開の推進
(n=1,192)

グリーン購入
(n=1,229)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

総合的事項（全業種計）

47.0

49.3

44.9

39.1

48.9

17.4

16.3

20.5

17.6

18.3

3.6 15.2

20.2

15.5

16.9

17.0

17.3

3.0

3.3

5.5

2.0

12.5

14.4

20.7

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境配慮製品の設計・開発
（n=634)

ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組
(n=1,242)

廃棄物処理に関する管理計画の策定
(n=1,257)

廃棄物処理に関する情報公開の推進
(n=1,192)

グリーン購入
(n=1,229)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 
 

・ 総合的事項で最も取り組まれている事項は「ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策

の取組」で55.2％となっている。 

・ 今後の取組んでいきたい事業でも「ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組」

が最も高くなっている。 
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●現在の取組み状況 

環境配慮製品の設計・開発（業種毎）

50.5

58.1

28.6

36.4

65.8

0.0

25.0

27.3

11.0

15.1

14.3

9.1

13.2

0.0

29.2

0.0

1.1

0.0

4.2

0.0

0.0

4.2

9.1

23.9

16.2

28.6

9.1
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25.0

36.4

9.2

7.1

28.6

45.5
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=109)

製造業(n=351)

電気・水道業(n=7)

運輸業(n=11)

卸・小売業(n=38)

医療・福祉(n=6)

サービス業(n=24)

その他(n=11)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

環境配慮製品の設計・開発（業種毎）

51.4

51.3

14.3

36.4

60.5

0.0

33.3

27.3

13.8

19.4

42.9

9.1

10.5

0.0

25.0

27.3

2.6

0.0

0.0

0.0

33.3

20.8

45.5

18.3

14.8

42.9

45.5

23.7

66.7

20.8

0.0

6.4

0.0

0.0

2.6

12.0

10.1

0.0

9.1

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=109)

製造業(n=351)

電気・水道業(n=7)

運輸業(n=11)

卸・小売業(n=38)

医療・福祉(n=6)

サービス業(n=24)

その他(n=11)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 環境配慮製品の設計・開発を既に実施している事業所が最も高い業種は「卸・小売業」で65.8

％となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種も「卸・小売業」となっている。 
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●現在の取組み状況 

ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組（業種毎）

61.2

63.2

59.3

45.5

49.0

9.3

41.6

33.3

11.8

11.6

0.0

22.7

17.6

13.0

7.8

22.2

0.9

1.9

2.6

5.6

0.0

16.9

0.0

18.1

17.9

22.2

15.9

21.6

63.0

28.6

33.3

2.1

2.8

7.4

6.8

3.9

13.0

2.6

5.6

2.9

4.5

7.4

2.5

4.9

4.5

3.7

4.2

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=237)

製造業(n=535)

電気・水道業(n=27)

運輸業(n=44)

卸・小売業(n=102)

医療・福祉(n=54)

サービス業(n=77)

その他(n=18)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

●今後の取組み 

ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組（業種毎）

54.0

57.9

44.4

43.2

46.1

13.0

36.4

33.3

15.2

15.5

18.5

27.3

17.6

14.8

19.5

22.2

2.8

1.9

1.3

0.0

51.9

29.9

44.4

11.8

13.6

25.9

13.6

17.6

18.5

13.0

0.0

2.9

6.8

7.4

6.3

15.7

9.1

3.7

12.7

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=237)

製造業(n=535)

電気・水道業(n=27)

運輸業(n=44)

卸・小売業(n=102)

医療・福祉(n=54)

サービス業(n=77)

その他(n=18)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ ＩＳＯなどの環境マネジメントによる廃棄物対策の取組状況が６割を超えている業種は「建設

業」と「製造業」となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種も「建設業」「製造業」となっている。
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●現在の取組み状況 

廃棄物処理に関する管理計画の策定（業種毎）

56.3

54.9

58.6

33.3

39.2

32.4

34.8

33.3

16.3

16.2

24.1

28.9

23.7

10.8

13.6

22.2

0.7

0.0

1.5

5.6

12.1

11.1

17.6

23.3

10.3

24.4

32.0

45.9

34.8

22.2

4.1

3.5

6.9

13.3

3.1

9.5

3.0

5.6

3.3

0.0

0.0

1.0

1.4

1.3

2.4

0.0

0.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=245)

製造業(n=536)

電気・水道業(n=29)

運輸業(n=45)

卸・小売業(n=97)

医療・福祉(n=74)

サービス業(n=66)

その他(n=18)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

●今後の取組み 

廃棄物処理に関する管理計画の策定（業種毎）

53.1

49.3

55.2

40.0

39.2

21.6

36.4

55.6

20.8

20.1

17.2

24.4

26.8

16.2

30.3

22.2

3.4

2.7

0.0

0.0

22.7

16.7

11.8

14.6

17.2

24.4

18.6

23.0

10.6

5.6

2.9

3.4

4.4

4.1

36.5

12.7

11.4

6.9

6.7

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=245)

製造業(n=536)

電気・水道業(n=29)

運輸業(n=45)

卸・小売業(n=97)

医療・福祉(n=74)

サービス業(n=66)

その他(n=18)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 廃棄物処理に関する管理計画の策定の取組み状況は、「建設業」「製造業」「電気・水道業」

で５割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種は「その他」となっている。 
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●現在の取組み状況 

廃棄物処理に関する情報公開の推進（業種毎）

49.8

47.2

59.4

35.7

26.1

23.2

28.1

47.1

15.8

11.9

21.9

19.0

25.0

4.3

14.1

23.5

1.0

0.0

0.0 5.9

27.6

34.6

12.5

33.3

44.6

60.9

50.0

17.6

3.6

4.4

6.3

9.5

4.3

10.1

4.7

5.9

0.0

0.0

0.0

0.0

2.3

3.1

0.0
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0.0

0.9
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1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=221)

製造業(n=523)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=42)

卸・小売業(n=92)

医療・福祉(n=69)

サービス業(n=64)

その他(n=17)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

●今後の取組み 

廃棄物処理に関する情報公開の推進（業種毎）

47.1

42.4

56.3

33.3

37.0

14.5

23.4

58.8

19.0

17.6

12.5

16.7

17.4

13.0

18.8

23.5

6.5

1.6

0.0 17.6

11.8

15.1

21.9

26.2

17.4

23.2

10.9

0.0
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7.1

3.1

4.5

45.3

20.7

16.7

6.3

17.6

18.4

40.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=221)

製造業(n=523)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=42)

卸・小売業(n=92)

医療・福祉(n=69)

サービス業(n=64)

その他(n=17)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 廃棄物処理に関する情報公開の推進の取組み状況は、「電気・水道業」が最も高く59.4％とな

っている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「電気・水道業」「その他」で５割を

超えている。 
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●現在の取組み状況 

グリーン購入（業種毎）

52.0

54.1

83.9

53.2

55.4

18.6

47.9

60.0

16.0

14.2

3.2

14.9

17.8

30.5

19.2

5.0

0.4

10.0

22.2

23.6

6.5

14.9

19.8

35.6

26.0

15.0

6.2

5.4
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12.8
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13.6

4.1
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0.0

0.0
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0.0
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0.0

0.0

1.7
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1.8

0.0
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=225)

製造業(n=521)

電気・水道業(n=31)

運輸業(n=47)

卸・小売業(n=101)

医療・福祉(n=59)

サービス業(n=73)

その他(n=20)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

 
●今後の取組み 

グリーン購入（業種毎）

53.3

53.6

71.0

46.8

51.5

16.9

45.2

55.0

17.8
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21.8

35.6
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1.5
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運輸業(n=47)

卸・小売業(n=101)

医療・福祉(n=59)

サービス業(n=73)

その他(n=20)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ グリーン購入の取組み状況は、「電気・水道業」が最も高く83.9％となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種も「電気・水道業」となっている。
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 ＜発生抑制＞ 

 
●現在の取組み状況 

発生抑制（全業種計）

62.3

61.9

64.8

39.6
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13.1

14.3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

発生量低減のための製造工程の改善
（n=976)

製造工程から発生する廃棄物の有効利用の促進
（n=989)

包装材・梱包材の使用量の削減
（n=1,019)

自己中間処理による減量化
（n=869)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
 
●今後の取組み 

発生抑制（全業種計）

55.7

52.7

57.2

33.4

20.7

20.9

19.7

20.6
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

発生量低減のための製造工程の改善
（n=976)

製造工程から発生する廃棄物の有効利用の促進
（n=989)

包装材・梱包材の使用量の削減
（n=1,019)

自己中間処理による減量化
（n=869)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

 
 
 
 
 
 

・ 発生抑制で最も取り組まれている事項は「包装材・梱包材の使用量の削減」で64.8％となって

いる。 

・ 今後の取組んでいきたい事業でも「包装材・梱包材の使用量の削減」が最も高くなっている。
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●現在の取組み状況 

発生量低減のための製造工程の改善（業種毎）
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既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

●今後の取組み 

発生量低減のための製造工程の改善（業種毎）
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8.9

3.7

21.4

12.5

31.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=124)

製造業(n=601)

電気・水道業(n=17)

運輸業(n=19)

卸・小売業(n=32)

医療・福祉(n=14)

サービス業(n=40)

その他(n=16)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生量低減のための製造工程の改善の取組み状況は、「製造業」「電気・水道業」「運輸業」

「卸・小売業」「その他」の業種で６割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「製造業」「その他」で、６割を超え

ている。 
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●現在の取組み状況 

製造工程から発生する廃棄物の有効利用の促進（業種毎）

60.9

66.3

63.6

47.1

70.0

15.4

48.7

71.4

13.8

13.5

22.7

5.9

10.0

0.0

12.8

9.5

16.7

13.0

0.0

10.0

38.5

28.2

6.5

3.5

13.6

17.6

10.0

46.2

7.7

4.8

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.00.0

2.9

2.2

0.0

11.8

0.0

2.6

4.8

17.6

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=138)

製造業(n=594)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=17)

卸・小売業(n=30)

医療・福祉(n=13)

サービス業(n=39)

その他(n=21)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

●今後の取組み 

製造工程から発生する廃棄物の有効利用の促進（業種毎）

58.7

56.1

63.6

23.5

50.0

7.7

38.5

71.4

17.4

22.6

18.2

23.5

20.0

7.7

30.8

19.0

12.3

13.1

13.6

20.0

53.8

12.8

1.9

0.0

0.0

2.9

0.0

11.8

0.0

15.4 15.4

6.4

8.7

4.5

17.6

10.0

17.9

4.8

23.5

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=138)

製造業(n=594)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=17)

卸・小売業(n=30)

医療・福祉(n=13)

サービス業(n=39)

その他(n=21)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 製造工程から発生する廃棄物の有効利用の促進の取組み状況は、「建設業」「製造業」「電気

・水道業」「卸・小売業」「その他」の業種で６割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「電気・水道業」「その他」で６割を

超えている。 
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●現在の取組み状況 

包装材・梱包材の使用量の削減（業種毎）

61.4

68.4

42.9

77.4

74.4

30.0

54.9

33.3

15.9

13.9

0.0

12.9

10.3

10.0

15.7

0.0

12.1

11.2

14.3

5.1

25.0

23.5

6.1

3.7

42.9

3.2

5.1

30.0

3.9

33.3

0.0

0.0

0.0

0.0

3.0

2.0

0.0

0.5

0.0

0.0

5.1

0.0

0.0

1.5

2.3

5.0

33.3

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=132)

製造業(n=569)

電気・水道業(n=7)

運輸業(n=31)

卸・小売業(n=78)

医療・福祉(n=20)

サービス業(n=51)

その他(n=6)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

包装材・梱包材の使用量の削減（業種毎）

61.4

61.9

42.9

61.3

53.8

30.0

52.9

33.3

18.2

19.5

14.3

22.6

23.1

20.0

17.6

16.7

10.6

13.9

42.9

20.5

30.0

13.7

0.0

0.0

3.2

0.0

3.0

2.0

16.7

1.4

16.7

13.7

2.6

0.0

0.0

6.8

3.3

20.0

16.7

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=132)

製造業(n=569)

電気・水道業(n=7)

運輸業(n=31)

卸・小売業(n=78)

医療・福祉(n=20)

サービス業(n=51)

その他(n=6)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 包装材・梱包材の使用量の削減の取組み状況は、「運輸業」「卸売・小売業」で高く、７割を

超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「建設業」「製造業」「運輸業」で６

割を超えている。 
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●現在の取組み状況 

自己中間処理による減量化（業種毎）

37.0

44.4

77.3

21.1

22.9

17.9

39.1

82.4

17.6

9.7

4.5

42.1

18.8

14.3

19.6

11.8

34.5

32.8

4.5

43.8

50.0

28.3

7.6

5.2

13.6

15.8

10.4

17.9

8.7

5.9

3.0

0.0

2.2

0.8

0.0

0.0

0.0

0.00.0

5.0

2.5

0.0

0.0

4.2

2.2

0.0

21.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=119)

製造業(n=464)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=19)

卸・小売業(n=48)

医療・福祉(n=28)

サービス業(n=46)

その他(n=17)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

自己中間処理による減量化（業種毎）

39.5

36.4

59.1

21.1

18.8

7.1

28.3

82.4

21.8

18.5

9.1

31.6

43.8

14.3

32.6

5.9

10.1

16.2

18.2

20.8

35.7

21.7

9.9

0.0

4.3

16.0

4.5

15.8

2.1

17.9 25.0

19.0

12.6

9.1

5.3

14.6

13.0

5.9

26.3

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=119)

製造業(n=464)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=19)

卸・小売業(n=48)

医療・福祉(n=28)

サービス業(n=46)

その他(n=17)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 自己中間処理による減量化の取組み状況は、「電気・水道業」「その他」の業種で高く、７割

を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種も「電気・水道業」「その他」となって

いる。 
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 ＜リサイクル＞ 

 

●現在の取組み状況 

リサイクル（全業種計）

46.0

81.8

73.9

57.6

42.1

22.8

16.0

7.4

11.5

10.0

10.3

7.0 3.2

25.2

5.0

7.9

18.3

28.3

50.9

9.2

4.2

4.4

11.2

16.7

15.3

0.3

0.8

0.7

0.4

0.7

1.2

1.2

1.9

2.5

1.6

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リサイクルのルート構築や技術開発 
（n=963)

分別・選別徹底によるリサイクル等の促進
（n=1,454)

再生品、再生資源の利用の促進 
（n=1,385)

再生資材の工事利用の促進 
（n=689)

建設副産物の工事間利用 
（n=534) 

発生廃棄物を燃料とした熱回収 
（n=589)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
 
●今後の取組み 

リサイクル（全業種計）

43.4

65.3

61.2

47.8

39.3

21.7

20.8

12.6

17.3

14.9

17.0

11.9 27.0

19.4

17.5

16.1

22.2

24.9

26.0

1.0

13.4

4.3

3.6

1.5

4.2

3.6

14.4

11.5

3.8

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リサイクルのルート構築や技術開発 
（n=963)

分別・選別徹底によるリサイクル等の促進
（n=1,454)

再生品、再生資源の利用の促進 
（n=1,385)

再生資材の工事利用の促進 
（n=689)

建設副産物の工事間利用 
（n=534) 

発生廃棄物を燃料とした熱回収 
（n=589)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 
 
 

・ リサイクルで最も取り組まれている事項は「分別・選別徹底によるリサイクル等の促進」で81.8

％となっている。 

・ 今後の取組んでいきたい事業でも「分別・選別徹底によるリサイクル等の促進」が最も高くな

っている。 



- 62 - 

 

●現在の取組み状況 

リサイクルのルート構築や技術開発（業種毎）

35.5

48.9

59.1

51.9

71.9

54.9

31.3

18.4

16.6

22.7

11.1

4.7

5.6

16.9

25.0

34.2

24.6

4.5

10.9

66.7

21.1

9.2

6.1

9.1

22.2

7.8

27.8

5.6

12.5

0.0 0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

25.0

1.3

0.0

1.4

4.7

0.0

4.5

2.0

2.5

0.0

6.3

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=152)

製造業(n=476)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=27)

卸・小売業(n=64)

医療・福祉(n=18)

サービス業(n=71)

その他(n=16)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

リサイクルのルート構築や技術開発（業種毎）

38.8

45.6

50.0

48.1

62.5

43.7

50.0

26.3

20.2

22.7

14.8

9.4

33.3

25.4

37.5

13.8

18.3

18.2

18.8

44.4

12.7

0.0
5.6

3.1

7.4

4.5

4.6

1.4

0.0

4.2

6.3

16.9

6.3

0.0

4.5

16.4

11.8

16.7

6.3

29.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=152)

製造業(n=476)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=27)

卸・小売業(n=64)

医療・福祉(n=18)

サービス業(n=71)

その他(n=16)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ リサイクルのルート構築や技術開発の取組み状況は、「卸・小売業」で最も高く71.9％となっ

ている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種も「卸・小売業」となっている。 
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●現在の取組み状況 

分別・選別徹底によるリサイクル等の促進（業種毎）

82.5

83.5

78.1

85.5

88.6

84.6

88.9

7.6

8.2

3.1

3.6

5.7

4.8

4.8

0.0

5.5

4.7

3.1

1.6

11.3

5.8

3.3

2.7

6.3

9.1

8.1

1.9

11.1

71.0

0.3

0.0

1.0

0.4

0.0

0.0

0.0

1.63.2

0.7

0.7

9.4

1.8

1.6

1.9

0.0

0.0

0.0

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=275)

製造業(n=599)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=55)

卸・小売業(n=123)

医療・福祉(n=62)

サービス業(n=104)

その他(n=18)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
 

●今後の取組み 

分別・選別徹底によるリサイクル等の促進（業種毎）

64.7

71.1

65.6

65.5

73.2

67.3

83.3

16.4

11.2

6.3

16.4

8.1

19.4

13.5

5.6

13.1

13.5

25.0

17.1

29.0

13.5

40.3

1.2

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

1.6 9.7

3.0

5.5

3.1

0.0

1.6

5.8

0.0

18.2

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=275)

製造業(n=599)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=55)

卸・小売業(n=123)

医療・福祉(n=62)

サービス業(n=104)

その他(n=18)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 分別・選別徹底によるリサイクル等の促進の取組み状況は、全ての業種で７割を超える高い割

合となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も低い業種は「医療・福祉」となっている。 
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●現在の取組み状況 

再生品、再生資源の利用の促進（業種毎）

86.0

67.6

86.2

81.1

80.7

76.6

88.5

6.3

15.0

7.5

11.4

16.0

10.6

7.7

5.9

9.4

3.4

5.3

20.0

7.4

1.0

4.5

10.3

5.7

10.0

3.2

54.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.6

0.0

2.1

0.0

1.9

0.0

0.7

1.8

0.0

3.8

3.8

0.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=286)

製造業(n=552)

電気・水道業(n=29)

運輸業(n=53)

卸・小売業(n=114)

医療・福祉(n=50)

サービス業(n=94)

その他(n=26)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 

 
●今後の取組み 

再生品、再生資源の利用の促進（業種毎）

71.3

61.1

79.3

56.6

61.4

66.0

80.8

15.0

19.4

20.8

19.3

16.0

19.1

11.5

10.1

13.4

10.3

15.8

26.0

10.6

44.0

6.9

2.0

0.0

0.0

3.4

0.7

0.0

0.0

2.0

0.0

4.3

3.5

0.0

0.0

2.8

4.2

12.0

7.7

22.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=286)

製造業(n=552)

電気・水道業(n=29)

運輸業(n=53)

卸・小売業(n=114)

医療・福祉(n=50)

サービス業(n=94)

その他(n=26)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 再生品、再生資源の利用の促進の取組み状況は、「建設業」「電気・水道業」「運輸業」「卸

・小売業」「その他」の業種で８割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「電気・水道業」「その他」で約８割

となっている。 
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●現在の取組み状況 

再生資材の工事利用の促進（業種毎）

84.5

26.1

72.7

53.8

36.8

40.0

85.7

6.3

16.3

7.7

26.3

0.0

16.0

9.5

6.3

36.0

9.1

15.8

30.0

28.0

2.1

14.8

9.1

38.5

60.0

8.0

10.0

9.1

1.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.00.0

5.9

0.4

0.0

0.0

0.0

8.0

0.0

0.0

4.8

21.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=284)

製造業(n=203)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=13)

卸・小売業(n=19)

医療・福祉(n=10)

サービス業(n=25)

その他(n=21)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

再生資材の工事利用の促進（業種毎）

71.1

23.2

72.7

38.5

26.3

32.0

85.7

13.7

21.2

7.7

0.0

0.0

16.0

9.5

11.6

26.1

9.1

47.4

60.0

28.0

10.0

9.1

6.9

0.0

0.0

0.4

4.5

0.0

0.0

10.0 20.0

22.7

3.2

4.5

0.0

26.3

24.0

4.8

53.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=284)

製造業(n=203)

電気・水道業(n=22)

運輸業(n=13)

卸・小売業(n=19)

医療・福祉(n=10)

サービス業(n=25)

その他(n=21)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 再生資材の工事利用の促進の取組み状況は、「建設業」「電気・水道業」「その他」の業種で

高く、７割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種も「建設業」「電気・水道業」「その他」

となっている。 
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●現在の取組み状況 

建設副産物の工事間利用（業種毎）

64.5

12.8

57.1

33.3

0.0

31.3

56.3

11.6

9.0

11.1

18.2

0.0

6.3

12.5

17.1

50.4

23.8

45.5

33.3

37.5

4.4

24.1

9.5

55.6

66.7

18.8

0.0

9.5

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

0.0

0.8

6.3

6.3

0.0

0.0

0.0

1.2

3.0

0.0

12.5

0.0

12.5

36.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=251)

製造業(n=133)

電気・水道業(n=21)

運輸業(n=9)

卸・小売業(n=11)

医療・福祉(n=9)

サービス業(n=16)

その他(n=16)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

建設副産物の工事間利用（業種毎）

60.2

12.8

38.1

11.1

27.3

25.0

75.0

20.3

17.3

11.1

9.1

0.0

12.5

12.5

11.2

35.3

19.0

36.4

66.7

31.3

0.0

14.3

11.1

0.0

0.0

9.5

1.6

0.0

0.0

7.5

6.3

31.3

27.3

0.0

19.0

6.8

27.1

22.2

6.3

77.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=251)

製造業(n=133)

電気・水道業(n=21)

運輸業(n=9)

卸・小売業(n=11)

医療・福祉(n=9)

サービス業(n=16)

その他(n=16)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 建設副産物の工事間利用の取組み状況は、「建設業」「電気・水道業」「その他」の業種で５

割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「建設業」「その他」で６割を超えて

いる。 
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●現在の取組み状況 

発生廃棄物を燃料とした熱回収（業種毎）

14.2

25.2

23.5

30.0

42.5

33.3

12.5

13.4

5.3

0.0

2.5

0.0

18.2

37.5

61.4

53.0

41.2

45.0

62.5

39.4

7.9

11.7

17.6

50.0

37.5

6.1

0.0

0.0

1.5

0.0

3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.00.0

3.4

3.1

17.6

10.0

0.0

0.0

0.0

10.0

12.5

10.0

37.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=127)

製造業(n=266)

電気・水道業(n=17)

運輸業(n=10)

卸・小売業(n=40)

医療・福祉(n=16)

サービス業(n=33)

その他(n=8)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

発生廃棄物を燃料とした熱回収（業種毎）

23.6

22.6

29.4

30.0

30.0

9.1

37.5

10.2

12.8

0.0

17.5

6.3

18.2

12.5

17.3

22.9

29.4

32.5

43.8

27.3

0.0

5.9

16.5

0.0

3.0

11.8

5.9

20.0

2.5

12.5 37.5

25.2

37.0

29.4

0.0

17.5

42.4

25.0

50.0

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=127)

製造業(n=266)

電気・水道業(n=17)

運輸業(n=10)

卸・小売業(n=40)

医療・福祉(n=16)

サービス業(n=33)

その他(n=8)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生廃棄物を燃料とした熱回収の取組み状況は、「卸・小売業」が最も高く42.5％となってい

る。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種は「その他」となっている。 
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 ＜その他＞ 

 

●現在の取組み状況 

その他（全業種計）

59.1

15.8

11.1

12.4

15.1

46.0

13.0

23.8

0.5

0.7

1.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有害廃棄物の発生抑制
（n=614)

処理困難廃棄物の自主回収システムの構築
（n=404)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
 

●今後の取組み 

その他（全業種計）

49.0

16.1

15.6

14.6

23.6

31.2

2.1

10.1

9.6

28.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有害廃棄物の発生抑制
（n=614)

処理困難廃棄物の自主回収システムの構築
（n=404)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ その他取組みで最も取り組まれている事項は「有害廃棄物の発生抑制」で59.1％となっている。

・ 今後の取組んでいきたい事業でも「有害廃棄物の発生抑制」が高くなっている。 
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●現在の取組み状況 

有害廃棄物の発生抑制（業種毎）

55.0

64.9

50.0

82.6

67.6

58.3

33.3

15.6

11.2

4.3

2.7

7.7

11.1

16.7

22.9

10.5

0.0

10.8

35.9

16.7

5.5

11.6

25.0

13.0

12.8

13.9

41.0

25.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

0.0

0.0

0.7

0.0

0.0

8.1

0.0

0.0

0.0

1.1

2.6

33.3

0.0

16.7

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=109)

製造業(n=285)

電気・水道業(n=8)

運輸業(n=23)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=39)

サービス業(n=36)

その他(n=6)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
 
●今後の取組み 

有害廃棄物の発生抑制（業種毎）

47.7

54.4

62.5

65.2

70.3

30.6

50.0

21.1

15.4

13.0

5.4

23.1

16.7

16.7

14.7

21.1

25.0

18.9

30.8

36.1

23.1

0.0

5.1

5.4

0.0

0.0

1.8

2.8

0.0

1.4

16.7

13.9

0.0

4.3

12.5

14.7

7.7

17.9

16.7

17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=109)

製造業(n=285)

電気・水道業(n=8)

運輸業(n=23)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=39)

サービス業(n=36)

その他(n=6)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 
 

・ 有害廃棄物の発生抑制の取組み状況は、「運輸業」が最も高く82.6％となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種は「卸・小売業」となっている。 
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●現在の取組み状況 

処理困難廃棄物の自主回収システムの構築（業種毎）

13.3

14.6

16.7

40.0

41.7

26.3

16.7

18.1

12.9

20.0

8.3

4.3

10.5

33.3

53.0

53.2

50.0

20.8

52.2

36.8

13.3

18.1

33.3

33.3

34.8

26.3

4.3

0.0

0.6

0.0

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

4.3

0.0

0.6

1.2

0.0

0.0

4.2

0.0

0.0

6.7

16.7

25.0

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=83)

製造業(n=171)

電気・水道業(n=6)

運輸業(n=15)

卸・小売業(n=24)

医療・福祉(n=23)

サービス業(n=19)

その他(n=6)

既に実施している 現在、検討中 以前実施していた 検討したが実施しなかった 検討していない 不明

 
●今後の取組み 

処理困難廃棄物の自主回収システムの構築（業種毎）

21.7

17.0

16.7

13.3

37.5

15.8

33.3

18.1

16.4

6.7

16.7

13.0

10.5

16.7

20.5

24.0

33.3

29.2

43.5

36.8

0.0

0.0

11.7

0.0

0.0

8.4

16.7

26.7

0.0

13.0 30.4

31.0

31.3

33.3

0.0

16.7

36.8

33.3

53.3

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=83)

製造業(n=171)

電気・水道業(n=6)

運輸業(n=15)

卸・小売業(n=24)

医療・福祉(n=23)

サービス業(n=19)

その他(n=6)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 処理困難廃棄物の自主回収システムの構築の取り組み状況で４割を超えている業種は、「運輸

業」と「卸・小売業」となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「卸・小売業」「その他」となってい

る。 
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（３）発生抑制とリサイクルに関する目標値 

 

発生抑制とリサイクルに関する目標値（全業種計n=1,892）

59.3

65.7

23.5

13.8

17.2

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発生量の抑制目標値

リサイクル率の向上

目標値なし 目標値あり 不明

 
 
 

 
発生量の抑制目標値（業種毎）

64.2

50.4

65.3

70.1

66.2

70.7

47.4

24.6

37.1

6.9

15.2

4.0

9.0

23.7

77.3

22.4

18.7

18.6

23.0

12.2

11.2

20.3

28.9

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

目標値なし 目標値あり 不明

 
 
 
 
 

・ 発生量の抑制目標値を掲げている事業所の割合が最も高い業種は「製造業」で37.1％となって

いる。 

・ 一方、最も割合が低い業種は「医療・福祉」で4.0％となっている。 

・ 発生量の抑制目標値を掲げている事業所は23.5％となっている。 

・ リサイクル率の向上の目標値を掲げている事業所は13.8％となっている。 
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リサイクル率の向上（業種毎）

69.8

62.7

61.2

71.3

69.0

69.2

47.4

17.8

19.3

5.7

11.0

0.0

9.0

18.4

79.3

26.5

20.7

20.0

23.0

12.2

12.5

21.8

34.2

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

目標値なし 目標値あり 不明

 

（４）発生抑制とリサイクルの取組を進める上での課題 

 ＜発生量の抑制＞ 

 

発生抑制の取組を進める上での課題（全業種計n=1,892）

15.8

24.2

24.3

19.8

12.8

22.3

36.5

40.7

14.0

13.7

22.9

24.2

30.4

29.5

23.2

24.2

18.3

18.2

21.4

25.1

20.5

17.1

38.8

37.5

24.0

25.2

24.3

24.6

25.5

26.0

24.7

23.9

25.8

23.7

26.5

27.6

38.5

26.1

21.0

37.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのかわからない

事業特性から、発生抑制・リサイクルは不可能

課題と思う やや課題と思う 課題ではない 不明

 

・ 発生抑制の取組を進める上で課題と思う割合が高い項目は「機械設備などに投資する余裕が無

い」「コスト高となってしまう」で３割を超えている。 

・ リサイクル率の向上の目標値を掲げている事業所の割合が最も高い業種は「電気・水道業」で

26.5％となっている。 

・ 最も割合が低い業種は「医療・福祉」で0.0％となっている。 
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 ＜リサイクル率の向上＞ 

 

リサイクルの取組を進める上での課題（全業種計n=1,892）

16.7

22.1

24.0

19.1

12.7

21.8

33.5

38.5

13.7

12.3

22.2

24.2

30.1

27.2

22.9

22.9

17.6

18.4

20.6

24.1

20.8

16.4

36.9

37.2

26.4

27.2

26.4

26.8

27.5

28.3

28.1

26.6

28.8

26.4

26.5

27.0

36.8

26.8

19.5

34.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのかわからない

事業特性から、発生抑制・リサイクルは不可能

課題と思う やや課題と思う 課題ではない 不明

 
 
 
２ 電子マニフェストの利用 

（１）現在の利用状況と今後の予定 

 

電子マニフェストの現在の利用状況と今後の予定（全業種計n=1,892）

4.3

8.5

8.1

18.5

6.0

12.260.8

81.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の利用状況

今後の予定

全て利用 一部利用 利用していない（しない） 不明

 

 
 
 
 

・ 電子マニフェストの現在の利用状況は、全てと一部を合わせて12.4％となっている。 

・ 今後利用する予定のある事業所は27.0％となっている。 

・ リサイクル率の向上を進める上で課題と思う割合が高い項目も「機械設備などに投資する余裕

が無い」「コスト高となってしまう」で３割を超えている。 
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電子マニフェストの現在の利用状況（業種毎）

4.0

3.8

6.1

0.0

5.5

1.5

2.6

15.0

5.6

6.9

4.1

6.7

21.8

2.6

1.2

3.9

2.0

6.9

3.4

4.7

6.8

15.8

12.0

2.0

76.7

86.9

86.2

89.8

79.8

69.9

78.9

86.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

全て利用 一部利用 利用していない 不明

電子マニフェストの今後の予定（業種毎）

10.6

9.8

16.3

0.0

3.4

3.8

2.6

30.5

17.0

13.8

16.6

10.7

28.6

28.9

6.9

9.0

6.1

13.8

11.7

16.7

14.3

18.4

11.3

12.2

64.1

50.0

53.4

52.0

65.3

72.4

68.3

61.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

全て利用 一部利用 利用しない 不明

 
 

 

 

 

・ 電子マニフェストを現在最も利用している（全て及び一部）業種は「サービス業」で２割を超

えている。 

・ 今後の予定では、「建設業」が最も高く４割を超えている。 
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（２）利用していない理由（一部利用も含む） 

 

 

電子マニフェストを利用しない理由（全業種計n=1,697）

10.1 84.9 5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用しない理由

利用する必要がない それ以外 不明

 
 
 

 

電子マニフェストを利用しないその他の理由（全業種計n=1,440)

30.9

44.0

28.0

25.3

23.3

14.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

電子マニフェスト制度を知らない

発生する産業廃棄物量が少ない

登録が面倒、システムが分からない

コストがかかる

利用するための必要な人員や機器が確保できない

不明

(%)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 電子マニフェストを利用しないその他の理由では、「発生する産業廃棄物量が少ない」が最も

高く44.0％となっている。 

・ 電子マニフェストを利用しない理由では、「利用する必要がない」は10.1％に過ぎず、「それ

以外」の割合が高くなっている。 
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３ 産業廃棄物処理業者の選定と処理困難な廃棄物の種類等 

（１）廃棄物処理業者の優良評価制度 

 

 

廃棄物処理業者の優良評価制度の認知度（全業種計n=1,892）

18.3 22.9 5.153.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 少し知っている 知らない 不明

 

 
 

 
廃棄物処理業者の優良評価制度の認知度（業種毎）

23.1

21.2

14.3

18.4

20.0

12.8

18.4

29.6

23.2

14.9

22.8

24.7

22.6

10.5

1.6

3.4

0.0

8.0

4.1

1.3

2.3

15.8

8.7

28.6

52.2

55.3

62.4

45.8

57.1

58.6

53.1

65.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

知っている 少し知っている 知らない 不明

 
 
 
 
 

・ 廃棄物処理業者の優良評価制度の認知度が最も高い業種は「建設業」で52.7％と半数を超えて

いる。 

・ 認知度が最も低い業種は「その他」で28.9％となっている。 

・ 廃棄物処理業者の優良評価制度の認知度（知っている＋少し知っている）は41.2％となってい

る。 
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（２）処理業者の選定 

 

処理業者選定にあたって重視する点（全業種計n=1,892）

45.2

46.3

62.6

50.8

52.1

36.3

26.6

62.3

32.7

32.3

22.6

30.0

28.7

35.7

36.8

18.4

21.2

6.0

12.3

12.5

11.2

12.2

12.3

14.7

15.4

13.3

9.8

3.6

7.0

7.0

13.3

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社情報
（法人の事業内容、履歴、財務状況）

環境関連資格・取組の状況

処理料金の設定

処理施設の内容
（施設の種類・能力・工程） 

処理の実績
（処理する廃棄物の種類と量）

処理施設の維持管理状況
（排ガス・排水等の環境基準の適合） 

優良性評価制度の評価基準の適合業者

過去における違法な処理等の有無

重視している やや重視している 重視しない 不明

 
 

（３）処理困難な産業廃棄物 

 

処理困難な産業廃棄物の有無（業種毎）

85.7

86.2

77.6

86.2

89.7

88.7

65.8

10.6

8.6

3.4

2.8

7.3

2.3

10.5

86.0

20.4

6.7

7.6

10.3

2.0

3.7

9.0

23.7

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

処理が困難な産業廃棄物はない 処理が困難な産業廃棄物がある 不明

 

・ 処理困難な産業廃棄物が有る割合が最も高い業種は「電気・水道業」で20.4％となっている。

・ 処理業者選定にあたって重視している（重視している＋やや重視している）項目では、「処理

料金の設定」が最も高く８割を超えている。 
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４ 産業廃棄物の発生・処理等に関する地球温暖化対策の取組 

（１）現在の取組（２）今後の取組 

 

地球温暖化対策への取組み（全業種計）

48.6

37.5

23.3

67.6

41.3

34.0

47.6

26.6

25.4

26.6

29.5

18.8

27.2

30.4

22.5

16.5

20.6

23.5

15.6

37.8

15.3

12.1

14.4

19.1

12.4

33.5

5.1

18.4

13.7

13.7

8.5

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造等における効率的な工程・作業による廃棄物発生の抑制
（n=1,052)

製造等における再生資源の利用による廃棄物発生の抑制
（n=1,017)

発生する廃棄物の有効利用に関する検討・研究
（n=1,154)

発生する廃棄物の分別の徹底
（n=1,523)

発生する廃棄物の効率的な運搬頻度の設定
（n=1,350)

発生する廃棄物の処理業者までの距離
（距離が短い業者の選定）（n=1,409)

発生する廃棄物の処理業者のリサイクルの取組
（n=1,265)

発生する廃棄物を焼却処理する場合での、熱回収の処理業者への委
託

（n=1,045)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

地球温暖化対策への今後の取組み（全業種計）

50.8

39.4

28.3

63.0

41.9

37.4

43.1

27.8

23.9

28.2

31.9

15.8

26.9

27.6

22.1

20.7

3.2

6.0

2.9

4.6

9.3

10.7

12.1

22.9

17.9

19.8

19.1

16.8

18.8

18.3

19.8

24.0

3.4

0.9

5.8

1.3

9.0

3.5

14.9

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造等における効率的な工程・作業による廃棄物発生の抑制
（n=1,052)

製造等における再生資源の利用による廃棄物発生の抑制
（n=1,017)

発生する廃棄物の有効利用に関する検討・研究
（n=1,154)

発生する廃棄物の分別の徹底
（n=1,523)

発生する廃棄物の効率的な運搬頻度の設定
（n=1,350)

発生する廃棄物の処理業者までの距離
（距離が短い業者の選定）（n=1,409)

発生する廃棄物の処理業者のリサイクルの取組
（n=1,265)

発生する廃棄物を焼却処理する場合での、熱回収の処理業者への委
託

（n=1,045)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 地球温暖化対策を取り組んでいる（取り組んでいる＋やや取り組んでいる）項目では、「発生

する廃棄物の分別の徹底」が最も高く86.4％となっている。 

・ 今後の取り組み（取り組んでいきたい+出来れば取り組んでいきたい）でも「発生する廃棄物

の分別の徹底」が最も高く78.8％となっている。 
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製造等における効率的な工程・作業による廃棄物発生の抑制（業種毎）

44.3

56.4

71.4

34.6

40.5

12.5

33.3

34.8

31.6

27.0

0.0

15.4

27.0

6.3

23.1

34.8

10.7

43.8

20.5

17.4

37.5

23.1

13.0

15.8

14.3

3.8

8.1

5.8

8.2

14.3

46.2

24.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=158)

製造業(n=599)

電気・水道業(n=14)

運輸業(n=26)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=16)

サービス業(n=39)

その他(n=23)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

製造等における効率的な工程・作業による廃棄物発生の抑制（業種毎）

52.5

57.9

57.1

34.6

43.2

25.0

38.5

52.2

25.9

25.4

14.3

11.5

27.0

12.5

23.1

17.4

0.5

12.5

2.6

0.0

25.0

12.8

4.3

11.4

11.2

21.4

50.0

27.0

25.0

23.1

26.1

2.7

3.8

0.0

2.5

0.0

0.0

7.1

7.6

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=158)

製造業(n=599)

電気・水道業(n=14)

運輸業(n=26)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=16)

サービス業(n=39)

その他(n=23)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 製造等における効率的な工程・作業による廃棄物発生の抑制で取り組んでいる（取り組んでい

る+やや取り組んでいる）割合が最も高い業種は「製造業」で83.4％となっている。 

・ 今後取り組んでいきたい（取り組んでいきたい+出来れば取り組んでいきたい）と考えている

割合が最も高い業種も「製造業」となっている。 
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製造等における再生資源の利用による廃棄物発生の抑制（業種毎）

46.6

41.5

25.0

22.7

21.6

13.3

15.9

45.0

29.9

28.2

12.5

22.7

21.6

0.0

45.5

20.0

22.3

46.7

18.2

20.0

40.0

20.5

15.0

32.4

0.0

37.5

15.5

24.3

54.5

25.0

8.0

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=174)

製造業(n=557)

電気・水道業(n=8)

運輸業(n=22)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=15)

サービス業(n=44)

その他(n=20)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

製造等における再生資源の利用による廃棄物発生の抑制（業種毎）

48.3

42.4

25.0

31.8

35.1

6.7

36.4

45.0

30.5

31.8

25.0

13.6

27.0

6.7

27.3

20.0

3.1

20.0

4.5

0.0

33.3

13.6

5.0

10.3

13.5

37.5

54.5

32.4

33.3

18.2

30.0

2.3

0.0

0.0

5.4

9.3

8.6

12.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=174)

製造業(n=557)

電気・水道業(n=8)

運輸業(n=22)

卸・小売業(n=37)

医療・福祉(n=15)

サービス業(n=44)

その他(n=20)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 製造等における再生資源の利用による廃棄物発生の抑制で取り組んでいる割合が高い業種は

「建設業」「製造業」「サービス業」「その他」で６割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「建設業」「製造業」「卸・小売業」

「サービス業」「その他」となっている。 
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発生する廃棄物の有効利用に関する検討・研究（業種毎）

23.4

24.1

34.8

22.5

34.4

3.3

14.8

19.2

32.5

31.9

26.1

27.5

23.4

16.7

31.1

50.0

35.5

63.3

36.1

19.2

16.7

18.0

11.5

37.6

30.4

22.5

26.6

8.5

6.6

8.7

27.5

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=197)

製造業(n=555)

電気・水道業(n=23)

運輸業(n=40)

卸・小売業(n=64)

医療・福祉(n=30)

サービス業(n=61)

その他(n=26)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物の有効利用に関する検討・研究（業種毎）

31.0

31.7

52.2

25.0

12.5

13.3

26.2

50.0

36.0

33.3

21.7

30.0

48.4

13.3

27.9

19.2

6.7

16.7

3.3

0.0

33.3

18.0

7.7

11.7

13.3

17.4

30.0

25.0

23.3

24.6

23.1

4.7

0.0

4.3

4.6

9.4

15.0

4.3

16.8

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=197)

製造業(n=555)

電気・水道業(n=23)

運輸業(n=40)

卸・小売業(n=64)

医療・福祉(n=30)

サービス業(n=61)

その他(n=26)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生する廃棄物の有効利用に関する検討・研究に取り組んでいる割合が高い業種は「電気・水

道業」「その他」で６割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種は「電気・水道業」「その他」に加え、

「建設業」「製造業」「卸・小売業」でも６割を超えている。 
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発生する廃棄物の分別の徹底（業種毎）

68.2

70.3

64.0

66.7

69.2

80.0

69.1

33.3

25.6

18.6

24.0

16.7

22.2

8.0

16.0

20.8

5.7

8.0

6.4

25.0

4.0

8.5

20.8

3.4

1.7

8.0

3.2

5.1

15.0

4.0

2.9

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=277)

製造業(n=629)

電気・水道業(n=25)

運輸業(n=60)

卸・小売業(n=117)

医療・福祉(n=100)

サービス業(n=94)

その他(n=24)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物の分別の徹底（業種毎）

65.0

67.4

68.0

51.7

56.4

72.0

67.0

37.5

19.9

15.3

12.0

16.7

24.8

9.0

11.7

33.3

0.5

1.0

2.1

6.0

6.4

4.2

11.9

12.6

12.0

28.3

16.2

12.0

12.8

25.0

0.0

1.1

4.0

0.0

0.0

4.3

2.2

4.0

3.3

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=277)

製造業(n=629)

電気・水道業(n=25)

運輸業(n=60)

卸・小売業(n=117)

医療・福祉(n=100)

サービス業(n=94)

その他(n=24)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

 

・ 発生する廃棄物の分別の徹底に取り組んでいる割合は「その他」を除く業種で８割を超える高

い割合となっている。 
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発生する廃棄物の効率的な運搬頻度の設定（業種毎）

48.1

40.6

59.4

50.8

47.6

29.2

36.9

50.0

33.2

28.0

21.9

19.7

14.3

36.1

24.6

20.8

21.7

23.6

20.0

12.5

11.1

18.5

16.7

14.9

9.4

11.5

17.9

9.7

3.8

9.4

18.0

20.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=262)

製造業(n=576)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=61)

卸・小売業(n=84)

医療・福祉(n=72)

サービス業(n=65)

その他(n=24)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物の効率的な運搬頻度の設定（業種毎）

55.3

42.2

71.9

44.3

29.8

29.2

33.8

50.0

29.0

28.0

12.5

23.0

27.4

41.7

21.5

20.8

3.5

6.9

3.1

9.7

18.5

4.2

8.0

15.5

9.4

24.6

27.4

12.5

23.1

20.8

4.8

3.3

3.1

1.9

4.2

10.7

4.9

3.1

5.7

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=262)

製造業(n=576)

電気・水道業(n=32)

運輸業(n=61)

卸・小売業(n=84)

医療・福祉(n=72)

サービス業(n=65)

その他(n=24)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生する廃棄物の効率的な運搬頻度の設定に取り組んでいる割合が高い業種は「建設業」「電

気・水道業」で８割を超える高い割合となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が高い業種も「建設業」「電気・水道業」となって

いる。 
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発生する廃棄物の処理業者までの距離（距離が短い業者の選定）（業種毎）

51.1

28.6

52.9

33.3

39.8

22.5

27.1

40.0

33.0

36.0

14.7

26.7

23.7

25.0

25.7

10.0

26.6

40.0

30.0

30.0

12.5

17.1

20.0

20.4

23.3

26.5

13.0

16.1

16.7

5.9

2.9

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=276)

製造業(n=591)

電気・水道業(n=34)

運輸業(n=60)

卸・小売業(n=93)

医療・福祉(n=80)

サービス業(n=70)

その他(n=20)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物の処理業者までの距離（距離が短い業者の選定）（業種毎）

55.4

37.2

52.9

33.3

25.8

25.0

30.0

40.0

28.6

30.3

14.7

25.0

31.2

33.8

22.9

25.0

5.4

15.0

4.3

11.3

21.4

5.0

7.2

14.7

17.6

21.7

25.8

15.0

21.4

25.05.0

2.9

0.0

13.3

5.4

12.4

5.8

14.7

6.7

11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=276)

製造業(n=591)

電気・水道業(n=34)

運輸業(n=60)

卸・小売業(n=93)

医療・福祉(n=80)

サービス業(n=70)

その他(n=20)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生する廃棄物の処理業者までの距離が短い業者の選定に取り組んでいる割合が最も高い業

種は「建設業」で８割を超えている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種も「建設業」となっている。 
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発生する廃棄物の処理業者のリサイクルの取組（業種毎）

52.8

48.5

46.2

49.1

55.2

52.5

51.9

45.5

25.5

23.6

30.8

21.8

15.6

13.6

15.6

18.2

18.3

20.3

19.5

13.6

13.6

13.0

22.7

13.7

7.7

5.5

12.5

9.5

8.0

15.4

23.6

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=212)

製造業(n=546)

電気・水道業(n=26)

運輸業(n=55)

卸・小売業(n=96)

医療・福祉(n=59)

サービス業(n=77)

その他(n=22)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物の処理業者のリサイクルの取組（業種毎）

50.5

43.4

65.4

41.8

36.5

47.5

46.8

45.5

25.0

23.3

11.5

18.2

26.0

16.9

18.2

22.7

3.5

6.8

3.9

13.6

14.3

4.5

10.8

16.3

11.5

29.1

24.0

15.3

16.9

27.3

0.0

0.0

0.0

2.8

0.0

13.5

10.9

11.5

10.8

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=212)

製造業(n=546)

電気・水道業(n=26)

運輸業(n=55)

卸・小売業(n=96)

医療・福祉(n=59)

サービス業(n=77)

その他(n=22)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 
 
 

・ 発生する廃棄物の処理業者のリサイクルの取組では、全ての業種で６割を超えている。 
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発生する廃棄物を焼却処理する場合での、熱回収の処理業者への委託（業種毎）

21.6

30.3

47.1

15.0

35.1

15.6

32.4

31.6

25.7

16.3

11.8

27.5

7.8

12.5

11.8

15.8

40.5

53.1

39.7

26.3

18.8

16.2

26.3

35.1

20.0

23.5

41.9

22.1

37.5

17.6

10.8

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=167)

製造業(n=479)

電気・水道業(n=17)

運輸業(n=40)

卸・小売業(n=77)

医療・福祉(n=32)

サービス業(n=68)

その他(n=19)

取り組んでいる やや取り組んでいる 取り組んでいない 不明

 

発生する廃棄物を焼却処理する場合での、熱回収の処理業者への委託（業種毎）

29.9

30.9

47.1

22.5

19.5

25.0

32.4

36.8

26.9

20.7

23.5

25.0

23.4

12.5

16.2

21.1

5.6

12.5

4.4

31.3

26.5

10.5

13.2

19.4

17.6

37.5

26.0

18.8

20.6

31.60.0

6.0

0.0

2.5

0.0

23.4

24.0

11.8

12.5

31.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=167)

製造業(n=479)

電気・水道業(n=17)

運輸業(n=40)

卸・小売業(n=77)

医療・福祉(n=32)

サービス業(n=68)

その他(n=19)

取り組んでいきたい 出来れば取り組んでいきたい 取り組まない 分からない 不明

 

・ 発生する廃棄物を焼却処理する場合での、熱回収の処理業者への委託に取り組んでいる割合が

最も高い業種は「電気・水道業」で58.9％となっている。 

・ 今後取り組んでいきたいと考えている割合が最も高い業種も「電気・水道業」となっている。
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５ 公共が関与する産業廃棄物の処理 

 

公共が関与する産業廃棄物の処理（全業種計n=1,892）

67.1 7.7 5.819.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共関与の産業廃棄物処理事業は必要である 公共関与の産業廃棄物処理事業は必要でない 分からない 不明

 

 

公共関与必要の理由（全業種計n=1,270)

76.3

46.0

41.7

2.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

公共関与の施設の方が安心できる

公共関与の施設の方が継続して処理してもらえる

処理料金が安く設定される

不明

(%)

 
 

公共関与不必要の理由（全業種計n=145)

57.2

31.7

47.6

4.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

民間の廃棄物処理業者の体制で十分である

処理料金が高くなってしまう

運用が硬直的になり、処理してもらうのに時間がかかる

不明

(%)

 
 
 
 
 

・ 公共が関与する産業廃棄物の処理が必要であると考えている割合は67.1％となっている。 

・ 公共関与が必要であると考えている理由で最も高い項目は「公共関与の施設の方が安心でき

る」となっている。 
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６ 三重県の廃棄物関連施策 

 

 

県が今後行うべき廃棄物施策（全業種計n=1,892）

22.8

21.9

58.7

57.5

62.2

57.3

57.8

77.4

57.0

61.6

27.2

26.4

20.9

22.6

16.4

15.1

19.8

8.4

17.5

19.8

0.8

0.2

1.9

0.5

33.4

34.2

10.8

10.4

11.6

16.2

12.7

6.7

14.3

9.7

9.9

10.0

8.2

8.6

8.6

8.4

8.9

7.3

9.3

8.4

7.5

3.0

1.2

1.0

1.3

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所毎の廃棄物管理計画の策定推進

事業所毎の廃棄物処理に関する自主公開の推進

優良な産業廃棄物処理業者の支援と育成

リサイクルや適正処理に関する啓発の推進

環境に配慮した高度な処理施設の整備促進

公共関与の廃棄物処理施設の整備促進

廃棄物処理施設への立入による必要な指導

不法投棄に対する監視強化と罰則化

不適正処理事案の県代執行による環境修復

廃棄物の適正処理に関する技術指導

行うべき やや行うべき 行うべきでない 分からない 不明

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 県が廃棄物関連施策で行うべき（行うべき+やや行うべき）施策で割合が最も高い項目は「不

法投棄に対する監視強化と罰則化」で85.8％となっている。 
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「産業廃棄物の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金」の認知度（全業種計n=1,892）

11.6 19.5 4.464.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 少し知っている 知らない 不明

 

 
 

 

 

「産業廃棄物の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金」の認知度（業種毎）

13.4

15.6

8.2

10.3

12.4

6.0

23.7

22.1

22.8

17.2

15.9

8.0

15.0

21.1

1.6

2.4

0.0

4.6

0.0

1.3

3.0

15.8

4.7

14.3

59.2

39.5

75.9

62.9

77.6

67.8

71.7

86.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=321)

製造業(n=711)

電気・水道業(n=49)

運輸業(n=87)

卸・小売業(n=145)

医療・福祉(n=150)

サービス業(n=133)

その他(n=38)

知っている 少し知っている 知らない 不明

 

 
 
 
 

・ 産業廃棄物の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金の認知度が最も高い業種は「そ

の他」で44.8％となっている。 

・ 一方、認知度が最も低い業種は「医療・福祉」で12.7％となっている。 

・ 産業廃棄物の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金の認知度（知っている+少し知

っている）は31.1％となっている。 
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産業廃棄物税の用途について（全業種計n=1,892)

48.9

26.3

36.0

25.4

41.6

32.1

57.6

15.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

産業廃棄物の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金

企業の産業廃棄物の発生や処理について、インターネットで情報を交
換できるような環境整備

県内産業や県内工事で発生する廃棄物のリサイクルや処理技術の研
究開発

県内産業や県内工事で発生する廃棄物のリサイクルや処理技術につ
いて、県内企業との共同研究

産業廃棄物の焼却施設や最終処分場の周辺を住み良く整備する事業

再生資源の購入費用に対する補助金

県内の不法投棄対策

不明

(%)

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 産業廃棄物税の用途について、最も要望の高かった項目は「県内の不法投棄対策」で57.6％と

なっている。 


